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平成30年度計画

内    容

①入学者選抜方法の検証
ア　休退学状況の調査
　休退学の現状・理由と入学者選抜方法と
の関連について、平成29年度調査分を含め
て継続検討し、平成33年度の入試改革を進
める。

イ　入学後成績・国家試験結果との関連性
　の調査
　選抜方法とＧＰＡ、国家試験不合格者と
の関連を調査し、選抜方法の有効性を検証
する。

②入試改革の実行
ア　学部入試改革の実行
　①の結果をもとに、平成33年度入試改革
に向け、入学者選抜方法を決定し、公表す
る。学生募集対策委員会とともに県内高校
を中心に周知活動を行う。

イ　編入学入試改革の実行
　平成33年度入試からの看護学科・理学療
法学科の編入学制度の廃止に関わる周知活
動を行い、社会的影響を最小限にする。社
会福祉学科・栄養学科の編入学制度につい
て、定員を満たすための広報活動を行う。

①高大連携の継続実施
(1) 青森県立青森東高等学校との高大連携
　 事業
　青森県立青森東高等学校との高大連携事
業について、継続実施する。
　ア　高校生の進学に関する考え方等を把
　　握するための高大連携参加高校生との
　　座談会を引き続き開催する。
　イ　時間割変更等による影響について聴
　　き取りを行なう。

(2) 高校主催で開催される模擬講義（出張
　 講義）等
　高校主催で開催される模擬講義（出張講
義）等に引き続き積極的に協力する。その
際、高校側のねらいを確認し、それに沿っ
た対応を心がけながら、本学講義の魅力を
高校生にＰＲする。

　高校生の進学意欲を喚起するため、高大連携
の効果的な方法を検討し、高大連携に係る入学
者の既取得単位認定や新たな授業提供方法を実
施する。
　また、入学者選抜に関する情報等を積極的に
発信し、現行の学生募集活動を継続実施すると
ともに、新たに学科別の学生募集対策や募集対
象拡大について検討し、啓発活動を展開する
等、潜在的な本学入学希望者の発掘を図る。

1　入学者選抜方法の検証と改善
ア　休退学状況の調査
　休退学の現状・理由と入学者選抜方法との関
連について、平成29年度調査分を含めて継続検
討し、平成33年度の入試改革を進める。

イ　入学後成績・国家試験結果との関連性
　の調査
　選抜方法とＧＰＡ、国家試験不合格者との関
連を調査し、選抜方法の有効性を検証する。

2　学生募集方策の検討及び実施

Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための計画

１　教育に関する目標を達成するための計画
（1）入学生の受入れに関する目標を達成するための計画
ア　学士課程

中期計画

実施事項及び内容

Ⅰ　中期計画の期間

     平成26年４月１日から平成32年３月31日まで
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

②高大連携の新たな方策の検討・実施
　各学科動画コンテンツのインターネット
での配信開始について、高校訪問、出張講
義等の機会に、積極的に周知を図ってい
く。
　その上で、その動画コンテンツの評価や
他のＩＴ活用による方策の検討などを行
う。

③学生募集活動の継続実施
　以下の学生募集活動を継続実施する。

ア　大学紹介誌「LIVE」の作成
イ　青森県内高校進路指導担当者説明会へ
　の参加
ウ　オープンキャンパス、ミニオープンキ
　ャンパスの開催
エ　進学相談会の実施
オ　高校生及び保護者の見学受け入れ
カ　在学生による母校高校訪問の促進
キ　教員による高校訪問の実施

④新入生調査の実施と見直し及びホームペ
　ージとの連携強化
(1) 新入生調査の継続実施
　本学に入学してきた学生の進路決定に関
わる調査を継続実施し、調査結果を今後の
学生募集方策に活用する。

(2) 調査内容の検討
　調査項目については、以下の点を中心に
引き続き検討を行う。
　ア　動画コンテンツの導入やカリキュラ
　　ム改定等の大学の新たな取組の反映
　イ　高大連携参加学生による座談会での
　　意見・要望等の反映
　ウ　調査の継続性
　
(3) ホームページとの連携強化
　ホームページ・コンテンツの状況を定期
的に確認する。

①新コース及びカリキュラムの運営と点検
　平成29年度より開始した新コース及びカ
リキュラムに関して、円滑かつ効果的に運
営する。初年度の運営状況や学生からの
フィードバックを基に、点検及び改善を行
う。担当教員の拡充等により、引き続き教
育体制の充実を図る。

イ　大学院課程
3　社会的ニーズに合致した大学院への変革
　社会的ニーズにより合致した大学院のあり方
や新たなコース及びカリキュラムを検討し、
コース及びカリキュラムの整備・改善を行う。
　また、積極的な広報や必要な取組を通して、
定員の充足を図るとともに、社会的ニーズに見
合った適正な定員や教育の実施体制等の見直し
を行う。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

②積極的な広報等による定員充足への取組
　定員に対して適正な充足となるよう、新
たなコース及びカリキュラムのＰＲを含め
て、関連団体や施設への広報を強化する。
進学相談会を効果的・効率的に実施するた
めに、オープンキャンパスや関連学術集会
に併せて開催する。

③社会人学生に配慮した教育体制の充実
　新カリキュラムにおいても、Webラーニン
グシステムの活用や土日開講等、社会人学
生に配慮した授業運営を継続実施する。

①導入教育の評価
　１年後期開始時に導入教育の評価アン
ケートを行い、カリキュラム改正の導入教
育への影響を評価し、改善点を抽出する。

②科目担当体制充実の評価
　適切な授業が提供できるように、専任教
員による科目担当制及び非常勤講師の連絡
調整を行う学内連絡教員の機能強化を行
う。

③カリキュラムの点検・検証
　人間総合科学科目で育成すべき「自らを
高める力」、「創造力」（中期目標では人
間性、国際性、コミュニケーション能力と
表記）の評価指標について検討を行い、カ
リキュラム評価の基礎をつくる。

ア　学士課程
（2）学生の育成に関する目標を達成するための計画

4　教養教育の充実
　大学での学びへの導入教育と、人間性、国際
性、コミュニケーション能力を培う教養教育を
充実させるとともに、専任教員による科目担当
体制の強化、学期終了後の学習内容・成果の検
証、さらにカリキュラムの点検・検証を実施
し、改善を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①健康科学部共通教育の円滑な運営
　教務委員会の下部組織として健康科学部
共通科目運営部会を新規に立ち上げ、科目
間の連携を図り、問題の抽出と解決を行
う。

②職業観・ヒューマンスキルの育成
ア　新カリキュラムにおいても、引き続き
　ヒューマンケア特殊講義Ⅰ・Ⅱ・Ⅲにキ
　ャリア支援に関わる教育内容を入れ、職
　業観やヒューマンスキルの形成に資する
　科目とする。

イ　ヒューマンスキルの育成を目標とした
　新カリキュラム２年次新規開講科目の
　「職業倫理とヘルスコミュニケーショ
　ン」の内容の検討を行う。

ウ　就職対策委員会と連携し、キャリア形
　成講座・セミナーについて実施し、評価
　を行う。

③ヘルスリテラシー科目群の教育効果の検
　討
　本学の特色ある取り組みである４学科合
同のヘルスリテラシー科目群について、ヘ
ルスリテラシーの獲得と多職種連携力の側
面から教育効果の評価の開発をめざし、基
盤となる調査を行う。

①看護師・保健師・助産師の人材育成
　地域課題を考慮した実践能力の高い専門
職育成の基盤となる確実な専門教育を行
い、国家試験結果や専門職としての就職率
から、専門職育成と人材輩出という使命が
果たせているかを検証する。

②卒業時の移行プログラムの充実
　学生から専門職への移行期支援として、
29年度に構築した卒業時移行プログラムを
実施・評価し、卒業時の移行プログラムの
充実を図る。

③シミュレーション教育の導入
　各領域のシミュレーション教育に関連し
た内容の充実を図る。また、卒業直前に実
施しているシミュレーション教育プログラ
ムを実施・評価し、シミュレーション教育
の充実を図る。

　卒業時の移行プログラムを充実させるととも
に、シミュレーション教育を導入するほか、地
域課題の理解と課題解決を目指した科目や教授
を実施することにより、看護師、保健師及び助
産師として地域課題を考慮した実践能力の向上
を図る。

5　健康科学部共通教育の展開
　チーム医療を念頭に、学生が保健、医療及び
福祉の連携・協調について基礎的な理解が得ら
れるように、４学科共通の連携科目を開講・展
開し、改善を図る。
　また、職業観やヒューマンスキルを身につけ
るために実施しているキャリア形成講座・セミ
ナーの充実を図る。

6　専門教育の推進　①看護学科
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

④地域課題の理解と課題解決を目指した科
　目や教授の実施
　新カリキュラムのヘルスリテラシー科目
群の科目内容を教員間で共通理解する。ま
た、ヘルスリテラシー向上サポート活動の
企画等に学生の参加を積極的に促す。
　実践能力の向上を目指し、実習施設との
連絡会や意見交換会等を実施し、地域課題
を考慮した実践能力向上を図るための連
携・協働の強化を図る。

⑤第５次カリキュラムに基づく専門教育の
　実施
　ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ
ム・ポリシーを踏まえて作成された第５次
カリキュラムに基づいて、専門教育を推進
する。カリキュラムの開始にあたって、ス
ムーズに運用されるよう、教員間で情報共
有しながら進め、学生に新カリキュラムが
理解されるようガイダンス等を通して説明
する。また、カリキュラム改定によって生
じる問題に対処する。

①理学療法士の人材育成
　地域課題を考慮した実践能力の高い専門
職育成の基盤となる確実な専門教育を行
い、国家試験結果や専門職としての就職率
から、専門職育成と人材輩出という使命が
果たせているかを検証する。

②高度専門化に対応する教授の実施
　４年生対象の「理学療法医療領域特殊講
義」で非常勤講師による心大血管疾患患者
に対する理学療法の臨床的意義や癌の疫
学・治療・医療の動向等について、症例等
を通した教授を実施する。

③臨床実習における問題解決能力の向上
　臨床実習先の確保を通じて、臨床実習の
環境を整備するとともに、学外施設での臨
床実習の充実を図るために、学内演習を効
果的に活用し、臨床実習における問題解決
法を実践的に教授する。

④地域課題の理解と課題解決を目指した科
　目や教授の実施
　「専門支持科目」、「基幹科目」の授業
において、学部生に短命県である青森県の
課題を認識させ、その課題解決能力向上の
ための学習を促す。

7　専門教育の推進　②理学療法学科
　高度専門化する知識及び技術を教授するため
の教育を充実させるとともに、臨床実習におけ
る問題解決法を多面的かつ実践的に教授するほ
か、地域課題の理解と課題解決を目指した科目
や教授を実施することにより、理学療法士とし
て地域課題を考慮した実践能力の向上を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

⑤第５次カリキュラムの円滑な運営
　ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ
ム・ポリシーを踏まえて作成された第５次
カリキュラムに基づいて、専門教育を推進
する。第５次カリキュラム開始に伴う問題
を抽出し、対処する。

①社会福祉士・精神保健福祉士の人材育成
　地域課題を考慮した実践能力の高い専門
職育成の基盤となる確実な専門教育を行
い、国家試験結果や専門職としての就職率
から、専門職育成と人材輩出という使命が
果たせているかを検証する。

②社会福祉の行政機関等と連携した実習教
　育の充実
　県内の社会福祉の行政機関及び多様な社
会福祉施設・事業所における実習場所を確
保する。また、実習先の臨地教授や実習指
導者による実習前教育の充実を図る。

③実習と連動した演習・講義科目の検討、
　実習先の確保・拡大
　演習・講義科目で学生のケアマネジメン
ト能力や援助技術を向上させる方法の検討
を行う。また、学生と実習先の実習指導者
等が集まってスーパーヴィジョンや事例検
討できる研究会活動を発展させる。さら
に、実習先の確保・拡大に向けては、実習
先に実習指導者が必置であることから、実
習指導者の養成に努力するとともに、県の
社会福祉の行政機関並びに社会福祉施設・
事業所に実習指導者の恒常的配置への働き
かけを行う。

④地域課題の理解と課題解決を目指した科
　目や教授の実施
　基幹科目や学科の特別講義等の中で、地
域課題に特化した内容を盛り込む。また、
実習（ソーシャルワーク実習やヘルスケア
マネジメント実習等）の場で、学生の地域
課題についての理解を深め、課題解決への
マネジメント能力を発展させる。

⑤第５次カリキュラムに基づく専門教育の
　実施
　ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ
ム・ポリシーを踏まえて作成された第５次
カリキュラムに基づいて、専門教育を推進
する。

8　専門教育の推進　③社会福祉学科
　社会福祉の行政機関や施設・団体と連携し
て、実習教育を充実させるとともに、実習と連
動した演習・講義科目などの教育内容を充実さ
せるほか、地域課題の理解と課題解決を目指し
た科目や教授を実施することにより、社会福祉
士及び精神保健福祉士として地域課題を考慮し
た実践能力の向上を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①管理栄養士の人材育成
　地域課題を考慮した実践能力の高い専門
職育成の基盤となる確実な専門教育を行
い、国家試験結果や専門職としての就職率
から、専門職育成と人材輩出という使命が
果たせているかを検証する。

②教育の系統的・段階的な展開
ア　管理栄養士教育の総まとめとして行っ
　ている科目「総合演習」（基礎力と実践
　力をリンクさせた科目）の学習効果を検
　討するために、学生の理解度や満足度等
　を継続的に調査し、分析する。

イ　講義と実習・実験のつながりを密にす
　るために、授業改善アンケートを用いて
　学生の理解度や満足度等を継続的に調査
　し、分析する。

ウ　大学院進学へつながる教育の展開の一
　環として、教員による学生への進学の働
　きかけを継続的に行い、効果を分析す
　る。

③地域課題の理解と課題解決を目指した科
　目や教授の実施
　地域の課題解決へ向けての専門職として
の役割を学生に理解させるために、｢短命県
返上｣の取組みに関わる学内外のイベント等
に学生の参加を継続的に促す。
　実践能力を向上するために、臨地実習を
依頼する医療・福祉施設、保健所、学校等
との意見交換会や複数回の訪問・出席を実
施し、現状を把握する連携・協力の強化を
継続する。

④第５次カリキュラムに基づく専門教育の
　実施
　ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ
ム・ポリシーを踏まえて作成された第５次
カリキュラムに基づいて、専門教育を推進
する。

①地域の健康課題の解決に資する教育の充
　実
　｢ヘルスリテラシー科目群｣及び｢保健・福
祉政策マネジメントモジュール｣等におい
て、地域の健康課題の解決に関連した教育
をさらに充実させる。

②研究発表の促進
　新ディプロマ・ポリシーに基づき、主
査・副査によるきめ細かな特別研究の指導
を行い、在学中及び修了１年以内での査読
のある学術雑誌への投稿件数を１件/人以上
とする。

　地域の健康課題の解決に資する科目の開設な
どにより、地域特性を踏まえた保健、医療及び
福祉における専門的課題の解決に資する研究能
力、実践能力の向上を目指した教育を行う。
　また、在学中及び修了１年以内での学術雑誌
への投稿件数１件/人以上、研究科全体で関係機
関での業務改善につながるデータ、知的財産の
取得等、地域社会への具体的成果の還元２件/年
以上となるよう、課題研究の成果を発表し、地
域社会へ還元する。

イ　大学院課程
10　大学院生の研究推進（博士前期課程）

9　専門教育の推進　④栄養学科
　社会的ニーズに適切かつ柔軟に対応し、科学
と実践の結びつきを踏まえた教育を系統的・段
階的に展開するほか、地域課題の理解と課題解
決を目指した科目や教授を実施することによ
り、管理栄養士として地域課題を考慮した実践
能力の向上を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

③研究成果の地域社会への還元
　社会に役立つ研究の意義をオリエンテー
ションや研究発表会の場で強調し、研究科
全体で関連施設等での業務改善につながる
データ、知的財産の取得等による地域社会
への成果還元を、２件/年以上とする。

①地域の健康課題の解決に資する教育の充
　実
　新カリキュラムにおいて、外部講師を迎
えた大学院特別講義等を充実させ、地域の
健康課題の解決に資する教育や研究を通じ
て、人材育成を推進する。

②研究発表の促進
　規定年限を超えた者への指導や支援を引
き続き行い、在学中及び修了１年以内での
査読のある学術雑誌への掲載件数を１件/人
以上、在学生の学会発表件数１件/年・人以
上とする。新ディプロマ・ポリシーに基づ
き、新コース学生への論文指導を行う。

③研究成果の地域社会への還元
　社会に役立つ研究の意義をオリエンテー
ションや研究発表会の場で強調し、研究科
全体で関連施設等での業務改善につながる
データ、知的財産の取得等による地域社会
への成果還元を、２件/年以上とする。

①第４次カリキュラムの点検・検証
　卒業時満足度調査において、新ディプロ
マ・ポリシーで掲げる４つの力の獲得につ
いての学生の自己評価を行い、達成度を検
討する。
　国家試験結果や専門職としての就職率か
ら、専門職育成と人材輩出という使命が果
たせているかを検証する。

②第５次カリキュラムの円滑な運営
ア　ＣＡＰ制の円滑な導入
　ＣＡＰ制の考え方や留意点について学生
への周知を行い、履修登録が円滑に進むよ
うにする。

イ　時間割変更への対応
　80分授業から90分授業への変更、時間割
の変更、一部科目のコマ数増加について、
問題を収集し、対応する。

ウ　新カリキュラム対応１年生の円滑な教
　育の実施
　履修状況や問題を把握し、教務委員会及
び人間総合科学科目運営部会で対応を検討
し、実施する。

　幅広い教養と専門的知識の習得能力の向上を
図るために、現行カリキュラムの点検・検証を
行い、新たなカリキュラムを構築・編成する。

　地域の健康課題の解決に資する科目の開設な
どにより、地域特性を踏まえた保健、医療及び
福祉における高度な研究及び人材育成能力の向
上を目指した教育を行う。
　また、在学中及び修了１年以内での学術雑誌
への掲載件数１件/人以上、在学生の学会発表件
数１件/年・人以上、研究科全体で関係機関での
業務改善につながるデータ、知的財産の取得
等、地域社会への具体的成果の還元２件/年以上
となるよう、学術的・社会的に有用な科学的根
拠を構築し、還元する。

（3）教育内容等に関する目標を達成するための計画
ア　教育課程の改善
12　新カリキュラムの構築

11　大学院生の研究推進（博士後期課程）
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

③第５次カリキュラムの点検・検証の枠組
　みの検討
　平成29年度に構築・編成した新カリキュ
ラムについて、教務委員会、その下部組織
である人間総合科学科目運営部会、健康科
学部共通科目運営部会において、ディプロ
マ・ポリシーに掲げた能力の評価の枠組み
を作る。

①教育情報システムの活用
　連絡、通知、レポート提出等において、
Campusmate-Jシステムを有効に用い、学生
との情報共有が円滑に進むように学生、及
び教員や職員を支援する。

①授業改善アンケート、ピア評価及びＦＤ
　研修会の継続実施
　教育方法の改善に向けて、学生による授
業改善アンケート及び教員相互のピア評価
を継続して実施する。
　また、全学、研究科、各学科の教員を対
象として、ヘルスリテラシー事業（「障害
者」関連も含む）や専門教育の推進に貢献
する内容をテーマとしたＦＤ研修会を実施
する。

※ピア評価：専門的・技術的な共通の知識
を有する教員によって行われる授業評価。

②改善点のシラバスへの反映
　授業改善アンケート、ピア評価及び教員
評価結果等を基に、改善点をシラバス「授
業の工夫している点（授業改善アンケート
やピアレビュー結果から検討した内容）」
欄に記載すると同時に授業計画・内容に反
映させる。
　また、各教員の工夫点の記載並びに計
画・内容を確認し、教育方法の改善状況を
把握する。

①ＦＤ研修会、授業改善アンケート及びピ
　ア評価の継続実施
  教員の教育能力の向上を目指し、全学、
研究科、各学科の教員を対象として、ヘル
スリテラシー事業（「障害者」関連も含
む）や専門教育の推進に貢献する内容を
テーマとしたＦＤ研修会を実施する。
　また、学生による授業改善アンケート及
び教員相互のピア評価を継続して実施す
る。

※No.14-①を参照。

  教員個々の教育能力向上を目指し、ＦＤ研修
会、学生による授業改善アンケート及びピア評
価を継続実施するとともに、社会情勢にあった
研修プログラム内容の設定、優れた授業のノウ
ハウの共有化など、プログラムの充実と円滑な
実施を図る。

イ　教育方法の改善
13　教育情報システムによる教育方法の改善
　知識や臨床技術の確実な習得に向けた授業を
充実させるため、情報ネットワークのさらなる
活用を図る。さらに情報ネットワークの内容を
検証・更新することにより教育方法を継続的に
改善する。

14　授業評価等による教育方法の改善
　学生による授業改善アンケート、ピア評価及
び教育方法に関するＦＤ研修などを継続的に実
施し、改善点をシラバスに反映させる。

（4）教育の実施体制に関する目標を達成するための計画
ア　教員の教育能力の向上
15　ＦＤプログラムの充実
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

②社会情勢にあった研修プログラム内容の
　設定と充実
　ＦＤ研修会は、社会情勢にあい、本学が
展開しているヘルスリテラシー事業（「障
害者」関連も含む）をテーマとして、これ
まで通りに継続して実施する。

③優れた授業科目の選定
　本学教員間で優れた授業の形態、あり方
を共有するために、参考とすべき優れた授
業科目を選定し、ピア評価を積極的に実施
する。

①教員評価システムにおける目標設定への
　ＦＤマップの活用
　各教員が毎年４月に当該年度の目標・達
成度評価表を作成する際に、各目標項目の
末尾にＦＤマップのフェーズレベルⅠ〜Ⅳ
を記入し、適正な目標設定と動機付けを図
る。

※ＦＤマップ：大学の教育研究等の携わる
大学教員の能力開発に資するＦＤ指針及び
プログラムを体系化したもの。

②教員評価結果の分析及びフィードバック
  評価結果を個々の教員へ適切にフィード
バックすると同時に、教員全体の評価結果
の集計内容や集計方法をさらに検討する。

③教員評価制度の検証と検証結果のＦＤ
　マップへの活用と改善
  29年度に改正した新しい目標・達成度評
価表及び評価システムにより、29年度の業
務実績及び30年度の目標設定を実施する。
　また、教員評価制度とＦＤマップとの矛
盾点を浮き彫りにし、ＦＤマップへ活用す
ると同時に改善を計り、その見直しを検討
する。

　教員評価システムにおける目標設定にＦＤ
マップを活用し、適正な目標設定と動機付けを
図る。
　また、実施結果の分析に基づき、教員評価制
度、ＦＤマップの改善を行う。

16　教員評価システムを用いた目標管理の充実
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①教員人事等の検証に基づく教員の適正配
　置
　退職教員の後任人事、教授定数の確保等
について、大学設置基準、学科の構想を踏
まえ、専任教員の確保につとめ、適正に配
置する。

②教育関連時間の調査に基づく教育分担の
　公平化
　年度毎に実施している専任教員評価表の
データを参考に、継続的に教員間の教育時
間の公平化を図る。

①新たな教育情報システムの活用
　Campusmate-J を用いた科目別掲示板・
ファイル共有システムの利用拡大とさらな
る有効活用を検討する。

②教育・学習環境の充実
　教育・学習環境の充実ために更新・整備
された教室AV機器や拡張された無線LANを引
き続き定期的に点検・管理する。

①アンケート調査結果に基づく教育・学習
　環境の充実
　学生・院生・教職員を対象とした「開館
時間に関するアンケート」及び「図書館設
備アンケート」の調査結果を基に、学生・
院生・教職員の学習及び研究スタイルや要
望結果に基づき、図書館の利便性や快適性
を設備や機能に反映し、その改善・充実を
図る。

①パソコンを備えた教室や空き教室の開放
　パソコンを備えた情報処理教室と自習室
は常時開放し、学生が主体的に学習できる
環境を整える。
　国家試験の時期には、教室、演習室等を
開放し学習に集中できる環境を整備する。
論文作成中の大学院生についても教室開放
や暖房等への便宜を図る。

　情報システムの教育・学習への導入について
検討し、情報ネットワークのさらなる活用等に
より教育・学習環境の充実を図る。

イ　教育・学習環境の整備
17　教員の適正配置と教育分担の公平性
　専任教員、非常勤講師を適正に配置するとと
もに、教員の担当科目、学習に関わる学生指
導、学部・学科における組織的役割などの教育
分担の公平性を図り、教育環境を整備する。

18　情報システムによる教育・学習環境の充実

19　図書館機能の改善による教育・学習環境の充実
　図書館の利便性や快適性等の検討、アンケー
ト調査等により、図書館機能を改善し、教育・
学習環境の充実を図る。

20　学生の自習環境の充実
　パソコンを備えた教室や空き教室を開放し、
学生の自習や国家試験対策のための学習環境の
充実を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①導入時教育プログラムの体系的実施とそ
　の評価
　新入生宿泊研修を含む導入時教育プログ
ラムを継続実施する。導入時教育に関する
もののみならず在学生生活調査の結果も踏
まえながら、内容を精査していく。また、
新入生研修においては、引き続き上級生へ
の負担増に配慮しながら、新入生のスムー
ズな大学生活への導入を図る。

②学生寮の適正運営
　寮母・レジデントアシスタントとの定期
的情報交換を行うこと、適時に学生寮運営
委員会を開催することで、育成寮としての
機能が果たせるようにする。
　寮生自転車置き場の整備、静養室の有効
活用等を図っていく。

①学生窓口体制の充実
　各学科におけるチューター、担任等によ
る相談、専任教員によるオフィスアワーお
よび保健室(養護教諭)、臨床心理士による
相談等を継続的に実施する。
　また、課題となっている障害学生等の相
談受付簿を整備し、合理的配慮が適切に提
供できる体制を整える。
　平成29年度に試行した労働局の協力を得
てのアルバイト相談について、継続実施の
依頼を行う。

②授業料免除制度等の継続実施
　授業料免除・奨学金制度等は引き続き適
切に運用していく。更に、経済的支援に関
する学生への情報提供をより積極的におこ
なっていく。

③学生生活実態調査に基づくサポートの実
　施
　卒業時学生満足度調査および在学生生活
調査を継続的に実施するとともに、平成29
年度実施結果を踏まえ、調査内容の微調整
等を行う。
　また、これらの調査結果を関係委員会等
に周知するとともに、連携して学生生活支
援のあり方を検討していく。

（5）学生への支援に関する目標を達成するための計画
ア　学生への学生生活支援
21　導入時教育プログラムの充実
　教員・学生の交流活動を通して学生生活支援
を図るとともに、学生のコミュニケーション能
力や社会人基礎力を培うための寮生活体験、新
入生宿泊研修及び導入時科目を通して導入時教
育プログラムの充実を図る。

22　学生支援方策の充実
　修学、生活等の相談に対応できる窓口体制を
改善しながら維持するほか、授業料免除制度の
適切な運用により、経済的に困窮している学生
の生活支援を継続するとともに、学生生活実態
調査に基づき、課題の解消を図ることで学生支
援方策を充実させる。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①国家試験対策
　各学科の国家試験対策委員等が中心と
なって情報提供・模擬試験等を継続実施す
るとともに、必要に応じた重点的対策講座
及び個別指導等を実施する。
　現役合格を第一目標としつつ、既卒者の
再受験支援に関しても、必要に応じて各学
科で個別対応をする。

②就職対策
ア　県内外就職合同説明会の実施、教職員
　による県内を中心とした病院・施設等へ
　の訪問、その他就職セミナー、就職ガイ
　ダンス等の継続的実施を行う。

イ　年間を通じた就職合同説明会のあり方
　について集中的に検討すること、就職セ
　ミナー開催の広報をより徹底することで
　学生の参加を促すこと、また、本学学生
　をアピールするための事業者向けパンフ
　レットを作成する等の活動を通して、就
　職支援活動の充実を図る。

ウ　COC+および就職対策委員会が実施する
　就職先決定要因等の調査結果を分析し、
　就職対策のあり方を再検討する。

③進学希望者への対策
　進学希望の学生に対し、大学院と連携し
個別指導を実施する。
　また、大学院等進学に関する情報を積極
的に提供する。

①同窓会を核とした連携の強化
　学科別同窓会が継続的に活動し、同窓生
向けの情報発信を行えるよう、就職対策委
員会が必要な支援を行う。また、同窓会研
修等への在学生参加を促すこと等により、
既卒者と在学生の交流機会をキャリア支援
の一環とする。
　各学科同窓会が企画する卒業生対象研修
及び県外での地区別研修に対する助成を行
う。

24　同窓会を核とした連携の強化
　新たな学科別同窓会の組織化を支援し、ネッ
トワークの構築、継続的情報発信を推進するこ
とにより、同窓会を核とした本学関係者との連
携を強化し、交流促進及び情報共有化を通し
て、キャリア支援を行う。

イ　学生へのキャリア支援
23　学生へのキャリア支援の充実
　受験者全員の合格を目指し、希望学生に対し
完全個別指導を実施するとともに、模擬試験等
国家試験対策を実施する。
　また、就職希望者全員の就職を目指し、学生
の就職を支援するため、就職セミナー、就職ガ
イダンス、就職合同説明会及び県内病院・施設
等の訪問を実施するとともに、キャリアサポー
ト体制についてアンケート調査をもとに工夫す
る等、更なる充実を図る。
　このほか、学生の進学を支援するため、希望
学生に対し完全個別指導を実施する。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①プロジェクトによる研究活動の継続
　研究推進・知的財産センターが公募する
「指定型研究」（学内研究費助成制度）に
おいて、重点課題研究（プロジェクト研
究）を指定し、地域課題の解決に向けた研
究活動を活発化させ、研究成果の地域還元
をさらに促進する。
　また、既存プロジェクトである「自殺対
策プロジェクト」、「保健指導プログラム
構築プロジェクト」については、活動を継
続的に支援する。

②青森県との連携による地域課題に関する
　研究活動の推進
　地域課題の解決に向けて、青森県との定
期的な連絡会議における意見交換等による
連携を図る。これとともに、地域課題解決
に寄与する研究課題実施のために、「ヘル
スリテラシー促進研究」（学内研究費助成
制度）を引き続き推進し、その研究成果を
ホームページへの掲載や展示会への出展、
発表会における研究発表等により積極的に
情報発信し、地域社会への還元を促進す
る。

①第三者評価等を用いた検証、改善
　第三者評価者（青森県地方独立行政法人
評価委員会からの業務実績評価等）による
評価内容に基づき、研究水準向上のための
方策について引き続き検討を進める。
　具体化した案の実施については、研究の
量的及び質的向上を図るため、学内研究費
助成制度を引き続き実施する。併せて、研
究談話会の実施等により、研究者間の相互
理解を深めることで、研究の発展を促す。
これらの取組による効果について分析し、
更なる改善について検討する。

①知的財産の創出・活用
　青森県知的財産支援センター等支援機関
と連携し、知的財産の創出を推進する。
　独立行政法人工業所有権情報・研修館か
ら事業採択された「産学連携・知的財産ア
ドバイザー派遣事業」を活用し、創出され
た知的財産、研究成果をライフサイエンス
及びバイオ分野に関連した展示会へ出展す
る。県内企業を中心にマッチングを図るこ
とによって、事業化を積極的に推進する。

　研究成果を大学の教育研究活動に生かすとと
もに、分野に合った展示会への出展や青森県知
的財産支援センター等と連携した企業マッチン
グを実施し、知的財産の創出・活用に係る活動
を推進する。
　また、研究発表会や講演会等による研究成果
の公表や県内自治体との連携により、研究成果
の有効活用を図るほか、知的財産権セミナーを
開催する等、多様な機会を捉えて、積極的に研
究成果を県民に公開する。

26　研究成果の量的及び質的向上
　研究水準及び研究成果について、第三者評価
等を用いて研究の量的及び質的な側面から検証
し、改善に取り組む。

イ　研究成果の活用
27　研究成果の社会への還元

（2）研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための計画
ア　研究水準の向上

２　研究に関する目標を達成するための計画
（1）研究内容に関する目標を達成するための計画
25　地域課題の解決に向けた研究の推進
　地域課題の解決に向けて、プロジェクトによ
る研究活動を継続するとともに、青森県の各種
計画における地域課題の把握や青森県との定期
的な連絡会議における意見交換、調整等により
連携を図りながら、今日的な地域課題の解決に
資する研究活動を推進し、地域における知の拠
点としての機能を果たす。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

②研究成果の有効活用及び県民への公開
　研究成果を地域に還元するに当たり研究
発表会、知的財産権セミナー、講演会等に
ついて、必要に応じ、県内自治体等と連携
して実施する。
　また、研究推進・知的財産センターリー
フレットを展示会等において配布すること
で、本学の保有特許又は研究成果等の最新
の情報を発信する。
　全教員の研究活動の概要をとりまとめた
「研究者カード」について、内容を更新
し、引き続きホームページに掲載する。

①外部資金獲得のためのインセンティブ制
　度の実施及び検証
　科学研究費助成事業（科研費）について
は、引き続き「特別研究」（学内研究費助
成制度）の実施及び科研費への応募、採択
件数との関連性の分析を継続して実施し、
必要に応じ制度の見直しについて検討す
る。
　科研費以外の外部研究資金については、
収集した公募情報を適時ホームページに掲
載するとともに、本学教員の研究内容に該
当する場合には個別に情報提供を行う。

②研究環境の点検・改善
　研究備品に係る調査を継続実施し、定期
的に研究備品を点検し、計画的に修繕や更
新を行う。

③研究活動上の不正行為防止
　研究活動上の不正防止計画に基づき、研
究活動に係る不正行為の防止を図るため、
研究倫理教育を実施し、研究費の不正防止
に関しては、コンプライアンス教育を実施
する。また、研究費の運営及び管理、研究
活動上の不正行為の防止に関する内部監査
を実施し、不正行為を早期に発見・是正す
る。
　また、人を対象とした研究については、
研究倫理委員会において、原則月１回審査
を実施し、倫理的配慮をした適正な研究実
施に努める。

（3）研究実施体制に関する目標を達成するための計画
28　研究活動の活性化
　研究活動の一層の強化に向け、文部科学省を
はじめとする外部資金獲得のためのインセン
ティブを設けるほか、外部資金に係る公募情報
について、本学教員の研究分野を踏まえて整理
し、提供する。
　また、定期的に研究環境の点検・改善を行う
とともに、研究費の適正な執行体制を維持する
ために不正防止説明会、内部監査を定期的に実
施する。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①学生参画型の地域活動の推進
　自治体及び地域の団体等と連携を図りな
がら、健康づくりに関する取組と学生の参
画を支援する。

②研究成果等の情報発信及び出展活動
　地域の課題に対しての研究成果等につい
て、ホームページ更新等による情報発信を
行うほか、健康イベント等で専門知識を活
かした出展活動を行う。

③県及び関係団体と連携した取組
　青森商工会議所と連携したまちなかキャ
ンパスの開催、青森地域大学間連携協議会
の事業、青森市との包括的な連携協定に基
づく協力事業及び南部町との包括的な連携
協定に基づく共同事業を推進する。

①大学を拠点とした地域の活動支援
　本学とNPO法人等団体との平成30年度協働
事業を実施するとともに、2019年度事業に
ついて、公募する。
　公募型地域連携事業について、年２回学
内公募を行い、教員の地域貢献活動を支援
する。
　このほか、ボランティア活動に関する学
内体制を支援する。また、ケア付き青森ね
ぶた実行委員会との共催でケア付き青森ね
ぶた”じょっぱり隊”に参加する。

①県民への学習機会等の提供
　本学の専門知識を活かした内容の公開講
座を開催する。
　また、より専門的な内容の少人数制講座
を開催する。
　ヘルスリテラシー特別公開講座を開催す
る。

②専門職スキルの向上
　研修科主催の「地域包括ケア・フォーラ
ムin青森」を例年どおり開催するととも
に、社会福祉研修及び認定看護管理者教育
課程を開講する。また、認定看護師フォ
ローアップセミナーを開催する。
　研修科の事業として、専門職の資質向上
に資する研修企画・実施及び教育研究成果
の県民への還元を目的とした小冊子の発行
に対し、助成を行う。

30　大学を拠点とした地域の活動支援の推進

31　県民への学習機会等の提供と専門職スキルの向上

３　地域貢献に関する目標を達成するための計画

（2）県民への学習機会等の提供に関する目標を達成するための計画

　県民にとって身近な学びの地域拠点として、
本学の専門知識を生かした公開講座等を開催
し、県民のヘルスリテラシーの向上を促す。
　また、専門職の講習会等を開催し、保健、医
療及び福祉の専門職のスキルアップに貢献す
る。

　地域住民、地域団体の活動や大学の地域貢献
活動を充実し、大学を拠点として地域の活動を
支援する。

（1）地域との連携や地域貢献に関する目標を達成するための計画
29　教育・研究資源の地域社会への提供
　県民のヘルスリテラシーの向上を目指し、自
治体や団体等と連携を図りながら、学生参画型
の地域活動を推進する。
　また、地域の課題に対し、保健、医療及び福
祉の専門知識を生かして研究成果等の情報発信
や出展活動を行うほか、青森県との定期的な連
絡会議の開催、青森商工会議所との連携・協力
に関する協定に基づく公開講座の開催等、企
業、大学、地方公共団体等との連携や取組を充
実・強化し、地域課題の解決に取り組む。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①海外教育機関との国際交流の推進
　協定校である韓国の仁濟大学校及び米国
のベレノバ大学との相互交流を通じて本学
学生との交流の機会を設ける。
　ベトナムのフエの大学との交流のため、
包括的協定を結ぶ可能性について検討を進
める。
　ベトナム国立ナムディン看護大学栄養学
科との交流について、検討を始める。

①国際的学術交流の推進
　JICAとの連携により、国際的な活動や海
外事情を写真展等を通じて、一般市民に情
報を提供する。
　平成29年度に引き続き、多文化共生とい
う観点からテーマを設定し、講演会を開催
する。
　小学生を対象に、国際交流の第一歩とし
て、ゲームを取り入れた外国人教員との交
流会を開催し、外国文化に触れる機会を提
供する。

　海外の教育機関等から幅広い見識や教育研究
成果を得るとともに、その成果を地域社会に還
元するため、共同研究・研究発表・講演会の開
催等の学術交流を推進する。

（3）国際交流に関する目標を達成するための計画
32　海外教育機関との国際交流の推進
　交流協定を締結している海外の大学との国際
交流を推進するとともに、新たにアジア地域の
大学との交流拡大を図る。
　また、協定を締結している大学との連携によ
り、公開講座、講演会等を通じて県民の健康と
生活の向上のための情報提供を行う。

33　国際的学術交流の推進
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①就職先との連携及び求人情報の提供
　学生に対する県内就職先および求人情報
提供の強化を図る。

ア　就職合同説明会の実施と再編の検討
イ　行政と連携した県内就職率向上に
　向けての取組の検討及び実施
ウ　県内就職先の求人情報の即時提供
エ　学科別就職ガイダンスの充実
オ　求人情報の収集と卒業生への支援の
　実施を目的とした、県内実習先や卒業
　生就職先、就職説明会参加施設の就職
　担当者及び教員への訪問
カ　就職先決定要因調査の分析
キ　県内就職者状況調査の分析

　就職合同説明会への参加施設の増加、学
生参加人数の維持または増加、COC+による
事業や調査との連携強化を通じ、県内就職
支援活動の質的向上を図る（COC+について
は、No.34-②を参照）。
　また、県内施設への就職状況調査結果の
分析を通じ、同窓会への情報提供等、今後
の県内就職対策への活用を検討する。

　第一期中期目標期間における各年度の県内就
職率の平均を上回るよう、学外実習先や卒業生
就職先との情報・意見交換を通して就職先との
連携を図るとともに、県内就職先の求人情報を
学生に提供する等により、県内就職率の向上を
図る。
　また、同窓会ネットワークを活用し、県内へ
のＵターン就職希望者に対して、県内での再就
職のための適切な支援を行う。

（4）人材の輩出に関する目標を達成するための計画
34　県内就職率の向上
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

②女子学生の県内就職・定着に向けた教育
　プログラムの開発

③同窓会ネットワークを活用したＵターン
　の促進
　卒業生のＵターン等県内就職が円滑に行
われるよう、本学ホームページ内「Come
Back to Aomori!!」に、学科ごとのコー
ナーを新設し、Ｕターン情報等のコンテン
ツを充実させる。
　また同窓会との連携を図り、引き続き首
都圏等県外での「卒業生研修」や「地域同
窓会」開催の機会を促し、積極的に情報提
供を行う。

　COC+事業による「女子学生の県内就職・
定着に向けたキャリア支援教育プログラ
ム」の主査校として、学生の県内就職・定
着を目標に、主に以下の事業を行う。

ア　学生向けキャリア開発セミナー「くら
　す？はたらく」の開催
イ　一般企業を対象とした女子学生の採用
　力向上セミナーの開催
ウ　就職地決定に関わる要因調査の分析と
　結果の公表
エ　女子学生のキャリア支援ホームページ
　の開設
オ　就職地決定要因調査結果の本学就職対
　策委員会への情報提供と就職対策への反
　映

※COC+とは、文部科学省の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業（COC+）」
のこと。大学が中心となって自治体や企業
と協働して雇用創出や地域のリーダーとな
る人材を育成すること等を目的としてい
る。
　本県では、弘前大学が平成27年度、県内
の大学や自治体、企業等と連携して大学生
の県内就職・定着推進を目指す「オール青
森で取り組む『地方創生人材』育成・定着
事業」を申請し、採択されている。
　本学は、連携校として青森ブロックのグ
ループ員・医工連携事業メンバーとなって
いるほか、「女子学生の県内就職・定着に
向けたキャリア支援教育プログラム」の開
発主査校となっている。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①将来構想に基づく施策・取組の推進及び
　マネジメント体制の充実強化
　新たに策定した将来構想に基づく施策・
取組を推進し、進捗管理を行う。
　また、理事長を中心としたマネジメント
体制を強化するため、部局長会議を開催
し、大学運営に係る状況把握と課題解決に
向けた取組を行う。

②教員組織と事務組織の連携
　各学科長及び各室・課長等で構成する学
部運営連絡会議等において、各学科や事務
局に係る予算をはじめとする関連事項等の
情報提供や意見交換を通して総合的な連絡
調整を行うことにより、教員組織と事務組
織の連携を図る。

③内部統制体制の整備及び運用
　役員（監事を除く。）の職務の執行が法
令に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制を整
備し、モニタリングや定期的な連絡機会の
確保を進める。

①内部監査の実施及び問題点の改善
　会計処理及び業務運営で点検が必要な事
項を対象に、適法性、妥当性及びチェック
体制等に係る内部監査を実施する。
　また、内部監査の結果、是正すべき事項
が判明した場合には速やかに改善する。

①学内の会議、委員会等の見直し及び柔軟
　な組織運営
　学内の会議や委員会等について、内部統
制体制の適正化を見据えつつ、必要に応じ
て整理統合等の見直しを図るほか、開催回
数や方法等を柔軟に行うことにより効率的
かつ効果的な組織運営を行う。

２　教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための計画
37　教育研究組織の見直し及び柔軟な組織運営
　 教育研究活動の進展や地域ニーズの変化を踏
まえ、より効率的かつ効果的な教育研究活動が
行われるよう、業務内容の多様化、業務量の変
動に応じ、随時、学内の会議、委員会等教育研
究組織の見直しを行うとともに、環境変化に対
応した柔軟な組織運営を行う。

36　監査業務の実施

Ⅲ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための計画
1　組織運営の改善に関する目標を達成するための計画
35　効率的かつ効果的な組織運営の確保
　経営改善も含めた将来構想の検討委員会を立
ち上げて将来構想を明確にするとともに、大学
の組織としての一体的行動を牽引できるよう理
事長を中心としたマネジメント体制を強化す
る。
　また、教員組織と事務組織の連携により、適
切な予算編成と執行や、優れた教育・研究等の
推進を図る。

　会計処理のほか法人の業務運営等幅広い分野
において、点検が必要とみられる事項を対象に
内部監査を実施し、問題点を改善する。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①教員評価の実施
　平成29年度に見直しした教員評価表に基
づいて教員評価を実施し、その評価結果を
教員の再任人事へ活用するとともに、個人
研究費の配分に反映させる。
　また、評価結果の活用及び反映について
検証を行い、必要に応じて見直しを図る。
　さらに、他大学の動向等も参考にしなが
ら、給与への反映等評価結果のさらなる活
用を検討する。

②事務職員の人事評価の実施
　事務職員の人事評価を実施し、その評価
結果を事務職員の配置換え、配分業務の見
直し、研修内容及び給与への反映等に活用
する。
　また、評価の方法、評価結果の活用及び
反映について検証を行い、必要に応じて見
直しを図る。

①人材育成プログラムに基づく研修の実施
　人材育成プログラムに基づき、各職位に
応じた研修や専門知識の研修等に事務職員
を派遣する。
　また、学内において、伝達研修を含め、
４回以上研修を実施するほか、大学の業務
運営に係る職員の資質の向上を目指したＳ
Ｄ研修を実施する。

②専門的職員の育成
　大学運営に必要な専門的知見を有する職
員を育成するため、本学ＳＤ部会の検討状
況及び国や他大学の動向等を参考にしなが
ら本学の考え方を検討・整理し、育成プラ
ンを作成する。

①業務プロセスの点検及び見直し、適切な
　人員配置
　事務局業務の内容や専決等のプロセスの
点検及び見直しを行う。
　また、業務の重要度や業務量等を検討
し、適切な人員配置を行う。

②組織機能の検証・見直し
　効率的かつ効果的な事務を行うため、本
学が導入している教職員向けグループウエ
アシステム（※掲示板、会議室予約、スケ
ジュール管理、ファイル管理等の機能を有
する。）の有効活用等により、情報化を推
進するとともに、業務効率化のために民間
委託を含めた、組織機能の検証・見直しを
行う。

　効率的かつ合理的な事務の確保に向け、随
時、業務プロセスの点検及び見直しを行い、重
要な課題解決に対応した人員の重点配置を行う
ほか、事務の多様化に応じて情報化の推進や有
効な事務の民間委託を検討する等により、組織
機能の継続的な検証・見直しを行う。

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための計画
40　事務の整理及び組織・業務の検証

３　人事の適正化に関する目標を達成するための計画
38　人事評価システムの実施・検証
　職員の資質の向上を図るため、人事評価制度
を実施し、その評価結果を事務職員においては
配置換え、配分業務の見直し、研修内容及び給
与への反映等に、教員においては再任決定に活
用する。
　また、必要に応じて評価制度の見直しを行
う。

39  事務職員に対する研修制度の実施
　初任者から管理職まで各職位に応じた研修並
びに専門知職及びスキルなどの能力向上研修を
実施する。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①社会的事情並びに他大学の状況を踏まえ
　た学生納付金等の見直し
　入学料、授業料等の学生の納付金につい
て、社会情勢や他大学の状況把握に努め、
必要に応じて見直しを行う。

①科学研究費助成事業（科研費）の採択
「科学研究費助成事業（旧：科学研究費補
助金。以下同じ）」
　第二期中期目標期間における科研費採択
年度平均件数が、第一期中期目標期間平均
件数23件（継続及び新規）を上回ることを
目標とする。
　これを達成するために、応募数及び採択
率の増加を図る。
　応募数を増加するため、科研費採択者、
学長及び研究推進・知的財産センター長に
よる座談会を実施し、その内容を教員に周
知する。また、科研費の「審査区分表」の
変更等の応募・審査に関する情報につい
て、学内説明会等により、周知を徹底す
る。
　採択率を増加するため、「特別研究（学
内研究費助成制度）の助成により、教員の
研究課題についてブラッシュアップを促す
とともに、科研費申請書のピアレビュー制
度の実施及び科研費申請に関する最新図書
の図書館への配置等により、科研費の申請
に不慣れな研究者を支援する。
　また、科研費への応募、採択件数と実施
した方策との関連性を分析し、新たな方策
について、検討を進める。

②産学官民の連携強化
　科研費採択数の増加に向けて、教員の研
究成果を適した展示会、イベント等へ積極
的に出展することで、教員の出展実績を蓄
積し、出展をとおした産学官民の連携強化
による研究体制の充実を図る。

Ⅳ　財務内容の改善に関する目標を達成するための計画
１　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための計画
（1）教育関連収入に関する目標を達成するための計画
41　教育関連収入の適正設定
　社会的事情並びに他大学の状況を踏まえて、
学生納付金等の見直しを行い、適正な料金を設
定する。

（2）研究関連収入に関する目標を達成するための計画
42　科学研究費補助金の獲得推進
　科学研究費補助金について、継続及び新規を
合わせた獲得件数が第一期中期目標期間の年度
平均を上回るよう、科学研究費と連動した学内
特別研究費（特別研究費）を活用する等、申請
についてのモチベーションの向上につながる取
組を実施する。
　また、様々な展示会、イベント等への出展を
通じ、学外機関との交流を深化させていく中
で、産学官民の連携強化を図る。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①科学研究費助成事業以外の外部資金の獲
　得
　第二期中期目標期間における、科研費以
外の外部研究資金獲得年度平均件数が、第
一期中期目標期間の平均件数である７件
（継続及び新規）を上回るよう、科研費以
外の外部資金について、ホームページへの
情報掲載及び公募内容と近しい研究を行う
教員への個別案内等により、外部資金獲得
を図る。

②産学官民の連携強化
　研究成果に適した展示会へ出展すること
で、産学官の連携を強化する。展示会への
出展を募る際には、研究成果に適した展示
会を教員に対し適時情報提供する。
　さらに、展示会に限らず、広く県民が参
加するようなイベント等へ研究成果を出展
することで、学と民との連携を強化する。
また、随時外部技術相談を受け付けること
で、これらを契機とした共同研究への発展
を図る。

①社会情勢等に対応した使用料又は利用料
　の見直し
　使用料又は利用料について、類似の施設
の状況把握に努め、見直しの必要性を検討
するとともに、大学の利用に支障が生じな
い範囲で施設の有料開放を進める。

①職員のコスト意識の向上
　教員会議や職員会議等の様々な機会を捉
えて、大学の管理運営に要する経費の状況
及び経費節減の必要性等を説明をすること
により、職員のコスト意識の向上に努め
る。

②運営経費の抑制
　運営に係る業務委託等の経費について、
一括契約や長期契約により、平成23年度か
ら平成25年度までの３か年平均の実績を下
回るよう抑制する。

③光熱水使用量の抑制
　光熱水使用量について、節減の取組によ
り、平成23年度から平成25年度までの３か
年平均の実績を下回るよう抑制する。

　共同研究費、受託研究費及び奨学寄附金等科
学研究費補助金以外の外部研究資金について、
継続及び新規を合わせた獲得件数が第一期中期
目標期間の年度平均を上回るよう、効果ある広
報活動、学内研究費助成制度との連動、定期的
な公募情報の収集及び学内での周知に取り組
む。
　また、様々な展示会、イベント等への出展を
通じ、学外機関との交流を深化させていく中
で、産学官民の連携強化を図る。

（3）財産関連収入に関する目標を達成するための計画
44　大学施設の有料開放の推進
　使用料又は利用料について、社会情勢等に対
応した見直しを行い、適正な使用料又は利用料
負担のもと、大学施設を広く一般に開放する。

43　科学研究費補助金以外の外部研究資金の獲得推進

　日常の業務指導のほか、教員会議や職員会議
の場を通して、職員のコスト意識の向上を図
る。
　また、運営経費及び光熱水使用量について、
それぞれ平成２３年度から平成２５年度までの
過去３か年平均の実績を下回るよう、管理運営
業務委託の適切な組合せによる一括契約や長期
契約による運営経費の抑制及び効果的な使用量
の節減による光熱水使用量の抑制を図る。

２　経費の抑制に関する目標を達成するための計画
45　管理運営経費の抑制
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①定期的な保全調査・点検及び計画的な修
　繕の実施
　大学の施設設備について定期的な保全調
査、点検を行うことにより、計画的な修繕
等を行う。

②資産の有効活用
　現行の使用状況や需要を把握するととも
に、使用状況等が低調な資産については他
の用途を検討する。

①自己点検及び自己評価の実施体制
　自己点検及び自己評価を実施するため
に、継続的質向上委員会のＩＲ
（Institutional Research）機能、自己点
検・評価機能、質向上機能等の所掌・活動
基盤に則り、この委員会においてＰＤＣＡ
サイクルによる自己点検・評価を実施し、
継続的な質の向上を図る。

②自己点検及び自己評価の実施
　年度計画に対する業務実績について、前
期終了後（中間監査ヒアリング）及び年度
終了後に、担当部局長の評価（Ｓ、Ａ、
Ｂ、Ｃの４段階評価）に対する監事ヒアリ
ングを行うことにより自己点検・評価を実
施する。
　また、自己点検・評価結果の検証を行
い、指導を受けた事項の改善策を次年度計
画に反映させる。

③青森県地方独立行政法人評価委員会によ
　る評価並びに当該評価結果の公表及び改
　善
　青森県地方独立行政法人評価委員会によ
る評価並びに当該評価結果を公表する。ま
た評価結果に基づき、関係部局を中心に当
該年度の業務に取り入て改善を図る。

Ⅴ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に
　係る情報の提供に関する目標を達成するための計画

　中期目標・中期計画達成のために定期的に自
己点検及び自己評価を行うとともに、青森県地
方独立行政法人評価委員会による評価を受け、
結果を公表し、改善する。

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための計画
46　資産の適切な運用管理による資産の延命
　大学の資産（土地、施設設備等）の適切な管
理及び活用を図るため、定期的な保全調査、点
検及び計画的な維持修繕を行い、可能な限り長
期利用を図るとともに、ニーズに合った用途の
検討を行い、有効活用を図る。

１　評価の充実に関する目標を達成するための計画
47　自己点検・評価と評価結果の公表
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①第三者評価機関による大学認証評価結果
　に基づく是正・改善
　平成28年度に受審した、第三者評価機関
である大学基準協会の大学評価結果（認証
評価結果）における提言、並びに総評及び
概評で「改善勧告」又は「努力課題」とさ
れた事項について、改善への取組方針を策
定し、是正・改善を図る。

①広報媒体の見直し
　平成30年度は開学20周年にあたるのでそ
のことを加味し、平成29年度に広報委員会
で検討した内容に基づき、ホームページや
広報誌等による情報公開を継続して実施す
る。

①ＵＩ戦略に基づく広報活動の展開
　ＵＩ戦略に基づき、平成30年度の広報実
施方針及び広報実施計画を定め、効率的か
つ効果的な広報活動を展開する。
　また、平成30年度は開学20周年にあたる
ので、そのことを加味した広報活動を展開
する。

Ⅵ　その他業務運営に関する重要目標を達成するための計画

①施設設備の点検・補修による有効活用
　施設設備の老朽化の状況等を調査・点検
し、修繕工事の内容や時期等を具体的に検
討し、計画的な補修を行う。

②施設設備の長期保全計画に基づく施設の
　改修等
　平成29年度に策定した長期保全計画に基
づき、施設設備の機能や性能を長期に渡っ
て良好に保ち適時適切に改修工事を行って
いくため、まずは、優先度の高い工事に係
る具体的な改修計画の検討を行う。

(1)情報公開の推進に関する目標を達成するための計画
49　多様な広報媒体を活用した情報の公開
　ホームページや広報誌、マスメディア等の多
様な広報媒体等を通じ、教育研究及び組織運営
の状況に関する情報を積極的に公開する。

48　第三者評価機関による大学認証評価の受審
　教育研究活動及び組織・業務運営の体制に係
る評価の客観性を確保するため、自己点検・評
価について、第三者評価機関である財団法人大
学基準協会の認証評価を受審し、結果を公表
し、改善する。

２　情報公開及び広報の推進に関する目標を達成するための計画

１　施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための計画
51　施設設備の点検・補修による有効活用
　施設設備の適正な維持管理のため、定期的な
調査点検、計画的な補修を行い有効活用する。

(2)広報の推進に関する目標を達成するための計画
50　ＵＩ戦略に基づいた広報活動の展開
　教育研究活動及び地域貢献活動の成果を広く
周知するため、本学のＵＩ戦略に基づき、広報
活動を展開する。
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平成30年度計画

内    容

中期計画

実施事項及び内容

①危機管理委員会の開催
　業務実施の障害となる要因をリスクとし
て事前に識別、分析及び評価し、そのリス
クへの対応を適切に行うリスク管理を新た
に行うこととし、危機管理委員会の業務及
び組織を見直しの上、適切に対応する。

②研修会の開催及び訓練の実施
　職員や学生に対して、学内における事故
防止・防犯及び災害発生時に適切に対応す
るための具体策やマニュアルの周知等を図
るため、研修会やガイダンスを開催すると
ともに、災害時の訓練を行う。

①人権に関する委員会の開催
　人権に関する委員会を開催し、学生及び
職員の人権に関する実態の確認や取組を検
討するとともに、具体的事案について適切
に対応する。

②人権に係る研修等の実施
　学生及び職員に対して、学内における各
種ハラスメント行為等を防止し安全管理を
徹底するため、ガイダンスや研修会を開催
する。

①公益通報者の保護等に関する法令及び規
　程の周知・運用
　法令遵守に取り組む体制の整備として、
職員に対して、公益通報者保護制度に関す
る法令や規程の周知を図り、適切に運用す
る。

②法令遵守に関する研修会の開催
　法令に関する理解を深めるとともに、不
正行為や法令等違反行為の防止を徹底する
ため、職員に対して、法令遵守に関する研
修会を開催する。

54　法令遵守活動の推進
４　法令遵守に関する目標を達成するための計画

３　人権啓発に関する目標を達成するための計画
53　人権教育の推進
　学内における各種ハラスメント行為等を防止
し安全管理を徹底するため、人権に関する委員
会を開催して具体策を検討するとともに、人権
に係る研修等を実施する。

　公益通報者の保護等に関する規程を周知・運
用するとともに、法令遵守に関する研修等を実
施し、不正行為や法令等違反行為を防止する。

２　安全管理に関する目標を達成するための計画
52　危機管理に係る意識啓発
　学内における事故防止・防犯及び災害発生時
に適切に対応するため、危機管理委員会を開催
して具体策やマニュアルの充実を検討するとと
もに、その周知を図るため教職員及び学生に対
して研修会を行う。

－26－
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予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画その他の計画 

Ⅰ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

   別紙のとおり 

 

Ⅱ 短期借入金の限度額  

   １ 短期借入金の限度額     

２億５千万円 

 

２  想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により緊急に必要となる対策費として

借り入れることを想定する。 

 

Ⅲ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処

分に関する計画 

   なし 

 

Ⅳ 出資等に係る不要財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

なし 

 

Ⅴ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備

の改善等に充てる。  

 

Ⅵ 青森県地方独立行政法人法施行細則（平成２０年４月青森県規則第２２号）で定める業

務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

   老朽度合等を勘案した施設及び設備の改修等を行う。なお、中期目標を達成するため

に必要な業務の実施状況を勘案した施設及び設備の整備が追加されることがある。 

 

２ 人事に関する計画 

（１）人員配置に関する方針 

    教育研究の質の向上と地域ニーズへの的確な対応を実現する観点に立って、職員数

管理計画等に基づく適正な人員配置に努め、効率的かつ効果的な大学運営を図る。 

（２）人材確保及び育成に関する方針 

     人事評価制度により、教員の教育研究諸活動の活性化と一層の充実及び事務職員の

資質の向上を図るとともに、公募制及び任期制等の活用により、優秀な人材の確保に

努める。 

   また、教員については、教育能力の向上を図るため、ＦＤ研修、学生による授業改

善アンケート及びピア評価を継続して実施し、事務職員については、業務運営の改善

及び効率化を図るため、各職位に応じた研修並びに専門知識及びスキルなどの能力向

上研修を実施する。 
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３ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関す

る計画 

  教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善等に充てる。  

 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

 



（別紙）
１　平成30年度予算 ３　平成30年度資金計画

（単位：百万円） （単位：百万円）

収入 資金支出
運営費交付金 業務活動による支出
自己収入 投資活動による支出

授業料等収入 財務活動による支出
雑収入 次年度への繰越金

受託研究等収入 資金収入
補助金収入 業務活動による収入
目的積立金取崩収入 運営費交付金による収入

計 授業料等による収入
支出 受託研究等による収入

業務費 補助金収入
教育研究経費 その他の収入
人件費 投資活動による収入

一般管理費 財務活動による収入
（うち人件費） 前年度からの繰越金

受託研究等経費
補助金等

計
（注１）百万円未満は四捨五入
（注２）人件費には、退職手当を含む。

２　平成30年度収支計画
（単位：百万円）

費用の部
経常費用

業務費
教育研究経費
受託研究等経費
役員人件費
教員人件費
職員人件費

一般管理費
財務費用
雑損
減価償却費

臨時損失
収益の部

経常収益
運営費交付金収益
授業料等収益
受託研究等収益
補助金収益
雑益
財務収益
資産見返負債戻入

臨時収益
純利益
目的積立金取崩額
総利益

1,019 1,675

 区分 金額 区分 金額

1,695

632 20
584 0
48 0
36 1,695
3 1,690

1,019

(235)

5

36
1,695

3
48

1,273

0
401

0
872

5
383

584

872

36
3

1,695

区分 金額
1,768
1,768
1,557

420
30
19

3

216
144

0
0

67
0

1,768
1,768
1,019

600
29

0
0

50
0

67
0
0
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